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令和 元 年 12 月 27 日（金曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ５５ 　号）

　　　　土木部（水道用水供給事業）
○石川県水道用水供給事業財務規程の一部改正 　１

土木部（水道用水供給事業）

石川県企業管理規程第１号

　石川県水道用水供給事業財務規程（昭和42年石川県電気事業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

　　令和元年12月27日

石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　目次中「第71条の２」を「第71条」に改める。

　第６条第３号中「預金口座出納簿」を「預金出納簿」に改め、同条第５号中「予算執行整理簿（収入）」を「予算

執行整理簿」に改め、同条中第６号を削り、第７号を第６号とし、同条第８号中「固定資産原簿（保管台帳兼用）」

を「固定資産台帳」に改め、同号を同条第７号とし、同条第９号から第13号までを１号ずつ繰り上げる。

　第７条中「から第６号まで、第８号、第９号及び第12号」を「、第５号、第７号、第８号及び第11号」に改める。

　第８条第１項第５号を削り、同条第４項中「及び支出負担行為伺並びに振替伝票（以下「振替伝票等」という。）」

を削る。

　第15条第２項を削る。

　第16条第１項中「前条第１項本文」を「前条本文」に改める。

　第19条の２中第２項を削り、第３項を第２項とする。

　第20条第１項中「振替伝票等」を「振替伝票」に改め、同項後段を削り、同条第２項後段を削り、同条第３項第２

号中「によるもので、」を「若しくは」に改め、「（前項後段の規定により支出内訳書（２以上の債権者の取引に係る

ものに限る。）を添付するものを除く。）」を削る。

　第22条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第13号までを１号ずつ繰り上げる。

　第71条の２を削る。

　第83条第３項中「、給料」を「及び給料」に改め、「及び賃金」を削り、同条第４項を次のように改める。

４ 　本庁及び出先機関における支出予算の執行に係る事務であつて別表第２に定める手続書類の区分が支出負担行為

伺並びに支出伝票によるもののうち、本庁にあつては次に掲げるもの、出先機関にあつては第１号及び第３号に掲

げるものは、総務部人事課総務事務管理室長が兼ねる職員に委任することができるものとする。

　⑴　給料、手当等、報酬及び法定福利費に係るもの

　⑵　物品の購入（修理）に係るもの（印刷製本費に係るものを除く。）

　⑶　旅費

　⑷ 　新聞、官報、雑誌、法規の追録、光熱水費、自動車燃料費、消耗備品、その他消耗品であつて伺額が10万円を

超えないもの、通信費、運搬費（伺額が10万円を超えないものに限る。）、筆耕翻訳料（伺額が10万円を超えない

ものに限る。）、洗濯料、タクシー借上料（後納契約に係るものに限る。）、会場借上料、有料道路通行料等に係る

もの

　別表第１中「水道用水供給事業勘定科目表」を「勘定科目表」に改める。

　別表第１資産の表固定資産の表を次のように改める。

　固　定　資　産

目　　　　　　　　　　　次
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款 項 目 節 備考

有形固定資産 　 　 　 　

土地　 　 土地の取得に関して要した買収代及び整地

費（建物又は構築物に直接関係のあるもの

を除く。）、周旋料、消耗品費等の諸係費を

いう。

事務所用地 本庁舎用地等専ら事務所のために用いる土

地をいう。

施設用地 浄水場用地等施設のために用いる土地（附

帯施設用地を含む。）をいう。

公舎用地

その他土地

建物 建物の取得に関して要した工事費（基礎工

事費及び附属施設工事費を含む。）、材料代

及び買収代（買収した建物を使用するため

に要した修繕、模様替え、改造等の諸係費

を含む。）並びに人夫賃、消耗品費、整地費、

周旋料等の諸係費をいう。

事務所用建物 本庁舎、営業所等専ら事務所の用に供され

ている建物をいう。

施設用建物 取水、貯水、浄水、送水等の作業施設の用

に供されている建物をいう。

公舎建物

その他建物

建物減価償却累

計額

構築物 浄水池その他土地に定着する土木施設又は

工作物をいう。

貯水設備

取水設備

導水設備

浄水設備

送水設備

その他構築物

構築物減価償却

累計額

機械及び装置 機械、装置及びコンベヤ等の運搬設備並び

にこれらの附属品をいう。

電気設備 電動機、変圧器等及び所内配電設備をいう。

内燃設備 自家発電のための内燃設備をいう。

ポンプ設備 ポンプ及びこれに直結し、分離し難い電動

機等の電気設備をいう。

薬品注入設備 フロックを形成するのに必要な薬品を注入

する設備をいう。

急速緩速かくは

ん機設備

原水中に薬品を均等に行き渡らせる設備を

いう。

通信計装設備 浄水処理等の管理設備をいう。
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量水器

その他機械装置

機械及び装置減

価償却累計額

備品

車両運搬具 自動車その他の陸上運搬具をいう。

工具及び備品 機械及び装置の附属設備に含まれない工具

及び電話設備、金庫、タイプライター、机

その他の備品であつて、耐用年数が１年以

上かつ１単位の取得価額が10万円以上のも

のをいう。

備品減価償却累

計額

リース資産 有形固定資産（建設仮勘定を除く。）に係る

ファイナンス・リース取引におけるリース

資産をいう。

リース資産減価

償却累計額

無形固定資産 有償で取得した法律上の権利及び法律上の

特権でない事実上の価値並びに有形物の専

用権等を整理する。

水利権 河川法（昭和39年法律第167号）第23条から

第28条までに規定する権利をいう。

借地権 土地の上に設定された民法（明治29年法律

第89号）第601条に規定する権利をいう。

地上権 民法第265条に規定する権利をいう。

特許権 特許法（昭和34年法律第121号）第29条に規

定する権利をいう。

施設利用権 電気ガス供給施設利用権等をいう。

電話加入権

その他無形固定

資産

リース資産 無形固定資産（営業権を除く。）に係るファ

イナンス・リース取引におけるリース資産

をいう。

固定資産仮勘定

建設仮勘定 実施することが確定した水道用水供給事業

固定資産の建設工事に係る予備測量、調査

その他建設準備のために要した金額を含む。

投資及び基金

投資有価証券

出資金

長期貸付金

他会計貸付金 他会計への長期貸付金をいう。

一般貸付金 他会計に対する長期貸付金以外のものをい

う。
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貸倒引当金基金 長期貸付金の回収不能による損失に備える

ために引き当てるものをいう。

その他投資

減価償却累計額 投資その他の資産に係る減価償却累計額を

いう。

　別表第１資産の表流動資産の表中

「

貸倒引当金
未収金の回収不能による損失に備え

るために引き当てるものをいう。
」

を

「
貸倒引当

金

未収金の回収不能による損失に備え

るために引き当てるものをいう。
」

に改める。

　別表第１費用の表中

「
報酬

賃金

非常勤嘱託、顧問等に対する報酬をいう。

職員以外の者に対する給与及びこれに準ずるものをいう。
」

を

「
報酬 非常勤嘱託、顧問等に対する報酬をいう。

」
に、

「
有価証券売却損

財産偶発損
」

を

「
有価証券売却損

」
に改める。

　別表第２支出の表中

「
支出負担行為伺と振替伝票（支

出伝票）によるもの

左のうち物品購入（修理）に

係る支出負担行為伺によるも

の

支出負担行為伺並びに振替伝

票（支出伝票）によるもの

」

を

「
支出負担行為伺と支出伝票に

よるもの

左のうち物品購入（修理）に

係る支出負担行為伺によるも

の

支出負担行為伺並びに支出伝

票によるもの

」

に改め、

同表収益的支出の部営業費用の款賃金に係るものの項を削り、同部中

「
財務費用 ○ ○

営業外費用 ○ ○
」

を

「

営
業
外
費
用

支払利息 ○ ○

その他営業

外費用
○ ○

」

に改め、
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同表資本的支出の部中
「

建 設 改 良 費 ・ 開 発 費

」
を
「

建 設 改 良 費

」
に改める。

　別記様式第１号、別記様式第２号の２、別記様式第３号から別記様式第６号まで及び別記様式第13号から別記様式

第15号の２までを次のように改める。

別記様式第１号（第６条関係）

所属

総勘定元帳

　　年　　月

　（款）　　　　　　　　（項）　　　　　（目）　　　　　　（節）

日付 伝票番号 予算種別 勘定科目 相手科目 税区分 相手方名 摘要 借方 貸方
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別記様式第２号の２（第６条関係）

所属

預金出納簿

　　　年　　月　現在

科目

日付 伝票番号 内訳 摘要 債権者又は債務者 入金 出金 残高
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別記様式第３号（第６条関係）

所属

予算執行整理簿

　　年　月　現在

　（款）　　　　　　　　　（項）　　　　　　　（目）　　　　　　（節）

日付 伝票番号 内訳 予算種別 摘　　　　要 予算額 執行額 予算差引額 税区分 税率 消費税額

別記様式第４号　削除
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別記様式第５号（第６条関係）

企業債及び借入金台帳

作成日：　　　　　　　　

起債番号 （単位：円）　　項：　　　

許可年度 許可年月日 許可番号 内　　訳

借入年度 借入年月日 証書番号 事業 目的 借入額

借 入 先

起債の目的

償還方法 償還日（上期）

起債の種類 償還日（下期）

金利形式 借入形式

据置期限 据置回数 回 金利 ％

償還期限 償還回数 回

借　入　額 円 備

考償還利子合計 円 償還合計 円

年度回数 期日
未償還

元金

償還金額
備考 年度回数 期日

未償還

元金

償還金額
備考

元金 利子 計 元金 利子 計

起債番号：
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別記様式第６号（第６条関係）

固　定　資　産　台　帳

資産名称 資産番号

所 在 地 取得年月日
整
理
科
目

項

目
地　　 目 耐 用 年 数 年

節

構造規格 償 却 率 細節

形状寸法 年間償却額
円

円
工事番号

能　　 力 残 存 価 額 円 図面番号

用　　 途 長期前受金 　
残存

円

円
備　　 考

購 入 先 登記年月日

取得原因

主管場所

年 月 日
帳　　簿　　原　　価

減価償却累計額
処　　分

長期前受金収益化累計額 帳簿価額

借　　方 貸　　方 残　　高 借　　方 貸　　方 累　　計 金額／損益

円

　

円 円 円 円 円 円 円



10 令和元年 12月 27日（金曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

別記様式第 13号（第 8条関係）

年度 No.

決
　
　
裁

審
　
　
査

収　　入　　伝　　票

振替伝票番号

件　　　名

備　　　考

起 票 日 　　　年　月　日
収 入 額 円

収 入 日 　　　年　月　日

調 定 日 　　　年　月　日 うち消費税額 円

納 期 限 　　　年　月　日

No. 収　　　入　　　内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

予 算 種 別

収 入 額

うち消費税額

税 区 分 ／ 率

収 納 方 法

勘 定 科 目
借
方

貸
方

債 務 者

住　所

氏　名
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別記様式第 14号（第 8条関係）

年度 No.

決
　
　
裁

検収（検査）
年　　月　　日

職・氏名

印

審
　
　
査

支　　出　　伝　　票

支出区分

支出負担行為番号

件　　　名

備　　　考

起 票 日 支出負担行為額 円

支 出 額 円仕 訳 日
（未払金計上日）

支出（振替）済額 円

支 払 予 定 日 支 出 未 済 額 円 うち消費税額 円

No. 支　　　出　　　内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

予 算 種 別

支 出 額 円

うち消費税額 円

支出負担行為額 円

支出（振替）済額 円

支 出 未 済 額 円

勘 定 科 目
借
方

貸
方

債 権 者

住　所

氏　名

金融機関

税区分／率 % 支払方法
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別記様式第 15号（第 8条関係）

（甲）

年度 No.

決
　
　
裁

審
　
　
査

振　　替　　伝　　票（調　定）

件　　　名

備　　　考

起 票 日 　　　年　月　日 振 替 額

（ 調 定 額 ）
円

調 定 日 　　　年　月　日

納 期 限 　　　年　月　日 うち消費税額 円

No. 振　　　替　　　内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

予 算 種 別

振替額（調定額） 円

うち消費税額 円

税 区 分 ／ 率 %

勘 定 科 目
借
方

貸
方

債 務 者

住　所

氏　名
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（乙）

年度 No.

決
　
　
裁

審
　
　
査

振　　替　　伝　　票

件　　　名

備　　　考

起 票 日 　　　年　月　日
借 方 金 額 円 貸 方 金 額 円

振 替 日 　　　年　月　日

振 替 区 分 うち消費税額 円 うち消費税額 円

予算執行区分

No. 振　　　替　　　内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

予 算 種 別 円 予 算 種 別 円

予 算 残 額 円 予 算 残 額 円

勘 定 科 目
借
方

貸
方

税区分／率 % %

金 額
借 方 金 額 貸 方 金 額

うち消費税額 円 うち消費税額 円
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別記様式第 15号の 2（第 8条関係）

年度 No.

決
　
　
裁

検収（検査）
年　　月　　日

職・氏名

印

審
　
　
査

支出負担行為伺並びに支出伝票

支出区分

件　　　名

備　　　考

起 票 日 　　　年　月　日

支 出 額 円仕 訳 日
（未払金計上日）

　　　年　月　日

支 払 予 定 日 　　　年　月　日 うち消費税額 円

No. 支　　　出　　　内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

予 算 種 別

予 算 配 当 額 円

予 算 残 額 円

勘 定 科 目
借
方

貸
方

債 権 者

住　所

氏　名

金融機関

税区分／率 % 支 出 額 円

支 払 方 法 うち消費税額 円

　別記様式第 15号の３を削り、別記様式第 17号及び別記様式第 18号を次のように改める。

別記様式第 17号　削除
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別記様式第 18号（第 16条関係）

収 納 済 通 知 書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

納　付　書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

納入通知書・領収書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

〒 〒 〒

様 様 様

年 度 整理番号 第 号 年 度 整理番号 第 号 年 度 整理番号 第 号

発 行 機 関 発 行 機 関 発 行 機 関

会 計 会 計 会 計

納 付 金 額 納 付 金 額 納 付 金 額

納 期 限 納 期 限 納 期 限

納 付 理 由 納 付 理 由 納 付 理 由

発行年月日 発行年月日 発行年月日

　上記の金額を納期限までに納付してください。

振 込 先 　　　　銀行　　　　支店

預金種別 口座番号

口座名義

　
石川県知事　氏　　　　　　　名　　印

納 付 場 所 　　銀行　　本・支店

上記の金額を収納しました。

石川県水道用水供給事業企業出納員様

領
収
印

認
　
印

上記の金額を収納しました。

　

領
収
印

　別記様式第 19号の２及び別記様式第 19号の３を削り、別記様式第 22号及び別記様式第 35号の５を次のように改

める。
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別記様式第 22号（第 28条関係）

年度 No.

決
　
　
裁

精算
年　　月　　日

資金前渡職員
職・氏名

印

審
　
　
査

前  渡  資  金  精  算  書

支出区分

件　　　名

備　　　考

精 算 日 　　　年　月　日
精 算 額 円

支 払 済 額 円

支 払 済 日 　　　年　月　日 返 納 額 円

納 期 限 　　　年　月　日 うち消費税額 円

No. 内　　　訳　　　書

摘 要

予 算 科 目

精 算 額 円

うち消費税額 円

支 払 済 額 円

返 納 額 円

税区分／率 %

勘 定 科 目
借
方

貸
方

債 権 者

住　所

氏　名
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別記様式第 35号の５（第 45条関係）

返 納 済 通 知 書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

返　納　書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

返納通知書・領収書 石　川　県
水道用水供
給事業公金

〒 〒 〒

様 様 様

年 度 整理番号 第 号 年 度 整理番号 第 号 年 度 整理番号 第 号

発 行 機 関 発 行 機 関 発 行 機 関

会 計 会 計 会 計

返 納 金 額 返 納 金 額 返 納 金 額

返 納 期 限 返 納 期 限 返 納 期 限

返 納 理 由 返 納 理 由 返 納 理 由

発行年月日 発行年月日 発行年月日

　上記の金額を納期限までに納付してください。

振 込 先 　　　　銀行　　　　支店

預金種別 口座番号

口座名義

　
石川県知事　氏　　　　　　　名　　印

納 付 場 所 　　銀行　　本・支店

上記の金額を収納しました。

石川県水道用水供給事業企業出納員様

領
収
印

認
　
印

上記の金額を収納しました。

　

領
収
印

　　　附　則

　この規程は、令和２年１月１日から施行する。ただし、第 22条、第 83条及び別表第１の改正規定並びに別表第２

の改正規定（同表収益的支出の部営業費用の款賃金に係るものの項を削る部分に限る。）は、同年４月１日から施行

する。
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